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弁護士（共栄火災海上保険株式会社コンプライアンス部法務グループ）
藤　本　和　也1
１．はじめに
　「企業内弁護士に対する継続教育プログラム試論（その２）」2においては、企業内弁護士に対する
継続教育の目的や法科大学院における企業内弁護士に対する継続教育について触れた。企業内弁護
士に対する継続教育の担当者に関する検討を行った後、岡山大学法科大学院弁護士研修センター
（OATC）における講義「組織内弁護士研修①」で取り扱った「企業内弁護士としての心構え」に
関するテーマにつき解説を行った。
　今回は、講義「組織内弁護士研修①」および講義「組織内弁護士研修②」において取り扱った3
「企業内弁護士の行動規範（職務規律及び義務）」に関するテーマの一部について解説を行うことと
したい。ただ、企業内弁護士の行為規範に関しては、多様かつ数多くの重要な論点が存在している。
本稿で取扱うのは、紙幅の関係上、それらの論点のほんの一部であることにご留意頂きたい。
２．企業内弁護士の価値
⑴　企業内法務と企業内弁護士4
　企業内法務に携わる者は、ジョブローテーションで異動してきた法務部門従業員、法務部門専門
の従業員、弁護士登録を行っていない「法曹有資格者」、外国の弁護士資格保有者、そして我が国の
弁護士資格保有者など、様々である5。
　ここで念のため確認しておくと、当然のことながら、これらの者が所属企業にとって有用な人材
であると評価されるか否かは、所属企業の事業活動の展開にとって、これらの者が如何なる貢献を
1	 筆者は、共栄火災海上保険株式会社コンプライアンス部法務グループに所属している。また、日本組織内弁護士協
会理事・政策委員会委員、日本弁護士連合会法律サービス展開本部ひまわりキャリアサポートセンター委員、同弁
護士業務改革委員会企業内弁護士小委員会幹事、第一東京弁護士会総合法律研究所組織内法務研究部会委員（副部
会長）として活動を行っている。しかしながら、本稿において示す見解は筆者個人のものあり、所属組織等の見解
を代表するものではないことを、念のため申し添えておく。
2	 「臨床法務研究」第16号15頁以下参照。
3	 取り扱ったテーマは、「企業内弁護士に対する継続教育プログラム試論（その１）」臨床法務研究14号19頁以下に示
した。
4	 藤本和也「企業内法務と企業内弁護士」法学教室2015年５月号118頁以下参照。
5	 本稿で「企業内弁護士」と表記する際には、基本的に、日本の弁護士資格に基づく弁護士を念頭に置くこととする。
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なし得るのかによって決まることになる。単に弁護士となる資格を有しているのか否か、実際に弁
護士登録を行っているのか否かといった形式的な理由によって決まるのではない。弁護士登録を行
い、企業内弁護士と名乗ることができたとしても6、その者が所属企業に何らの貢献もしていないと
評価された場合、当該企業内弁護士は（その自意識とは裏腹に）所属企業にとっては価値が全く無
いもしくはほとんど価値が無い存在と位置付けられることになる。形式的に企業内弁護士と名乗る
ことができる立場にあるか否かと、実質的に当該企業内弁護士が企業に貢献をしていると評価され
るか否かは、直ちに結びつくものではないということを、当然のことであるが十分に意識しておく
必要があると思われる。
　企業内弁護士は、自身の価値を支える実質は一体何なのか、という疑問を常に自らに問いかける
必要があるといえるだろう。
⑵　企業内弁護士の価値はどこにあるのか
ア　問題意識
　企業において企業内法務を担当する者が弁護士である必然性はない。なぜなら、我が国における
企業内法務の分野は弁護士の業務独占が働かない領域であると整理されてきたからである。では、
企業が自らの企業内法務に関する課題を企業内弁護士に委ねる意味はどこにあるのだろうか。逆に
言えば、企業内弁護士は所属企業に対してその価値を如何にして示すことができるのだろうか。企
業内弁護士の価値（＝企業内における弁護士バッジの価値）は何かが問われることになる。
　このような問いに対しては、甚だ抽象的ではあるが（抽象的に示すことしかできないのかもしれ
ないが）、例えば次の２点を挙げることができるだろう。ひとつは、企業内弁護士が「企業内法務の
プロフェッショナル」であるといい得る水準を満たしていること。そして、もうひとつは、企業内
弁護士が「プロフェッションとしての価値観」を保有していることである。
イ　企業内弁護士と「企業内法務のプロフェッショナル」としての専門性
　企業内弁護士が「企業内法務のプロフェッショナル」を自認するのであれば、個々の企業が抱え
る企業内法務に関する課題を解決するために求められる高度な専門性およびそれを支える学力を有
する必要がある。企業内弁護士がそれらを有していなければ、ジョブローテーションで異動してき
た法務部門従業員、法務部門専門の従業員、弁護士登録を行っていない「法曹有資格者」、外国の弁
6	 企業内弁護士は弁護士である。弁護士登録を行わなければ企業内弁護士と名乗ることができない。司法試験合格
後、修習を経ることなく企業に入った者は一定の要件を充足すれば後に弁護士登録を行うことができるが、弁護士
登録を行うまでは企業内弁護士ではない。また、修習を終え企業に入ったが弁護士登録を行っていない者は欠格事
由がない限り弁護士登録を行うことが可能であるが、弁護士登録を行うまでは企業内弁護士ではない。
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護士資格保有者などに劣るとの評価を受けることになるのであって、所属企業から企業内法務の専
門家としての評価を受けることはない。これは、企業内弁護士が常に意識すべき事実である。
　さて、企業内弁護士の主要な役割は、所属企業が抱える法的リスクを適切にコントロールするこ
とにある。企業内弁護士は、企業が抱える法的リスクを適切にコントロールすべく、企業が直面す
る法的リスクの質および量を的確に捉えた上で、臨床法務・予防法務・企画法務・戦略法務・政策
法務と呼ばれる場面を含む様々な局面において、所属企業の利益を適法かつ適切に最大化するため
の具体的方策を提示する必要がある。企業内弁護士が価値を示すためには、企業内法務を担うため
に必要となる高度な専門性を支えるための勉強や研究といった不断の努力が必須となるだろう。
　企業内弁護士が企業内法務が抱える課題を解決するために必要となる高度な専門性を発揮するこ
とが出来なければ、所属企業は当該企業内弁護士を採用した意味を感じない。企業内弁護士は企業
内法務に携わる多種多様な者と比較されるのであり、これらの者に比して高度な専門性を有してい
るとの評価を受けることができなければ、存在意義を失う立場にあることを忘れてはならないだろう。
ウ　企業内弁護士と「プロフェッションとしての価値観」
　弁護士はプロフェッションである。プロフェッションは各々が固有の職業倫理を有している。プ
ロフェッションは自ら職業倫理に拘束されることを告白した者であり、プロフェッションを支える
固有の職業倫理を遵守しながらその職務を遂行し、役割を全うする存在である。企業内弁護士はプ
ロフェッションとして、弁護士倫理を遵守しつつ企業内法務が抱える課題を解決しなければならな
い立場にある。では、プロフェッションたる弁護士の職務規範たる弁護士倫理は、企業内弁護士に
とって足枷となるのであろうか。それとも、企業内弁護士の価値を支えるものとなるのであろうか。
　弁護士倫理は古来から積み重ねられてきたプロフェッションとしての規範である。弁護士法や弁
護士職務基本規程等に存在する各条項の意義を考えてみたとき、それらは歴史的に積み重ねられて
きた知恵の体系であり、依頼者の利益を適法かつ適切に守るための制度的な担保となっていること
に気づくのではなかろうか7。そして、同時に、弁護士が弁護士倫理を遵守して活動することによ
り、依頼者を含めて個々人の生活や社会の安定に寄与することにつながり得る可能性が示されてい
る8。これを企業内弁護士の文脈で考えた場合、企業内弁護士はプロフェッションとして依頼者たる
企業の利益を適法かつ適切に守る存在であり、かつ、企業内弁護士の活動は依頼者たる企業や企業
が存在する社会の安定に寄与する存在であるということになる。そして重要なことは、これらの企
7　例えば、弁護士職務基本規程「第三章	依頼者との関係における規律」第21条（正当な利益の実現）は、「弁護士
は、良心に従い依頼者の権利及び正当な益を実現するよう努める。」とする。
8　例えば、弁護士法「第一章　弁護士の使命及び職務」第一条（弁護士の使命）第一項は「弁護士は、基本的人権を
擁護し、社会正義を実現することを使命とする。」とし、第二項は「弁護士は、前項の使命に基き、誠実にその職
務を行い、社会秩序の維持及び法律制度の改善に努力しなければならない。」とする。
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業内弁護士に対する要請はプロフェッションの職務規範として、「法的に」担保されているというこ
とである（職務規範は、違反行為に対する懲戒処分という形で法的に担保されることになる。）。
　企業内弁護士がプロフェッションとして弁護士倫理に従って職務を行い、所属企業に望ましい結
果を与えることができるのであれば、所属企業は企業内弁護士がプロフェッションであるという事
実を評価することになるであろう。企業内弁護士は、プロフェッションたる弁護士として、弁護士
法や弁護士職務基本規程等の弁護士倫理に自ら拘束されることを宣言した存在である。企業内弁護
士は、利益相反回避義務や秘密保持義務などの法的義務を負うのであり、これらのプロフェッショ
ンとしての価値観が所属企業に望ましい影響を与えることができれば、企業内弁護士が有する「プ
ロフェッションとしての価値観」は、企業内弁護士に対する信頼を支える核心となるであろう。
３．企業内弁護士と弁護士倫理の遵守
　企業内弁護士は弁護士として、秘密保持義務（守秘義務）、利益相反回避義務、非弁提携の禁止、
その他様々な義務を負うことになる。そして、企業内弁護士が弁護士の職務規律に違反したと判断
されることになれば、事案に応じて、所属弁護士会から懲戒処分（①戒告、②２年以内の業務の停
止（弁護士たる身分や弁護士資格を失わせるものではない）、③退会命令（弁護士たる身分は失わせ
るが弁護士資格は失わない）、④除名（弁護士たる身分に加えて弁護士資格を３年間失わせる））を
受けることになる。このような懲戒を受けることになれば、企業内弁護士としての役割を全うする
ことは著しく困難になるはずである。企業内弁護士はプロフェッションとして弁護士倫理を遵守し
なければならない。
　さて、企業内弁護士が弁護士倫理に抵触するか否か検討を要するものとしては、例えば次のよう
な事例が考えられる。
・企業内弁護士が会社の業務として取引先等に法律相談を行うスキームを実行しようとした事例
・企業内弁護士に対して個人事件を認める代わりに、企業に対して着手金や報酬金の50％を会社
に提供するよう要請される事例
・国選弁護を担当した企業内弁護士が弁護報酬を所属企業に払い込んでいる事例
　これらの事例は、弁護士法や弁護士職務基本規程に関する重要な問題を提起していると思われる。
企業内弁護士がこれらの事例に含まれる弁護士倫理上の問題点に気付くことすらできなかった場
合、事態が深刻化したならば、当該企業内弁護士が懲戒を受けるのみならず、所属企業の社会的信
用を喪失させることにもなりかねない。
　そこで、以下、企業内弁護士と弁護士倫理に関する幾つかの具体的な問題点について検討を加え
てみたい。
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４．企業内弁護士と法律相談
⑴　企業による企業内弁護士を用いた顧客・取引先向け法律サービスの提供
　所属企業が所属企業の顧客や取引先に向けて「社内弁護士による法律相談」などと銘打って一般
的な法律相談サービス（ここでは、個別具体的な顧客や取引先が抱える法律問題に対して弁護士と
して相談に応ずる場合を念頭に置いている。例えば、企業の一担当者として自社のサービスの法的
根拠等を営業活動の一環として説明する場合は想定していない。）を行うよう企業内弁護士に要請す
ることが考えられる。所属企業としては、社内に弁護士を雇用しているのだから、企業内弁護士を
用いて顧客や取引先に法律相談サービスを提供することにより、所属企業が提供するサービスの顧
客への販売を拡大する契機としたり、取引先との関係を強化する狙いがあるのかもしれない。
　このような場合、無償で法律相談サービスを提供することも考えられるが、一方、有償で法律相
談サービスを提供することも考えられる。しかし、このようなサービスについては、容易に様々な
弁護士倫理上の問題が生じる余地があることに思い至るのではなかろうか。例えば、非弁提携に関
する問題である。企業内弁護士による顧客や取引先への法律相談サービスの提供は、所属企業によ
る法律サービスの提供に該当してしまう余地がないであろうか。また、所属企業と顧客や取引先と
の間で利益相反や秘密保持義務違反が生ずることは考えられないであろうか。更には、所属企業が
例えば銀行や保険会社である場合、業法の違反（他業禁止への抵触）が考えられないであろうか。
　企業が顧客や取引先に対して法律サービスを提供する場合、企業の営業目的（自社のサービスや
商品の販売拡大など）に何らかの関係があることを否定することは難しいように思われる。そうな
ると、所属企業が報酬を得る目的をもって法律事務を業として行っているものである、と判断され
る余地が生じるかもしれない。企業による企業内弁護士を用いた顧客や取引先への法律相談の提供
は、非弁提携の禁止（弁護士法27条、職務基本規程11条）に抵触する可能性を拭えないのではない
か、と筆者は考えている。
　企業が雇用した弁護士に依頼して第三者に対して法律サービスを提供することは、企業そのもの
による法律サービスの提供に該当し、弁護士倫理のみならず業法等にも違反する可能性につき極め
て慎重に検討する必要があるだろう。
⑵　顧客・取引先から企業内弁護士に対して依頼される法律相談
　顧客や取引先が相手方当事者である企業に企業内弁護士が存在することを知った場合、例えば、
所属企業の重要な取引先から、企業内弁護士に対して法律相談を行いたい旨の依頼が営業担当者を
通じて持ち込まれることがあるかもしれない。この場合、営業担当者の顔を立てる趣旨も含めて、
うまく対応したいところである。しかし、ここでは、利益相反の問題や非弁提携の問題が思い浮か
ぶところであろう。仮に、営業担当者を通じて「間接的」に企業による企業内弁護士を用いた顧客・
取引先向け法律サービスの提供を行ったとしても、これらの懸念が解消される訳ではない。
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　このような相談の依頼を上手に捌けるかどうかは、企業内弁護士の腕の見せどころの一つともい
えるだろう。例えば、相談に関係する法律専門書を紹介するなど、一般論での回答により先方が満
足することもあり得ることなので、そのような対応を試してみることもできるだろう。また、外部
の「良い弁護士」を紹介することも非常に有益である。外部の「良い弁護士」を紹介することがで
きれば、相談者も満足するであろうし、外部の「良い弁護士」から感謝されることも多いであろう
（もっとも、「良くない」、「腕の悪い」弁護士を紹介してしまうと、取引先および営業担当者に不満
を抱かせることになりかねない。他者に弁護士を紹介するのであれば、外部弁護士に対する目利き
の能力を身につけておくことは必須といえる。）。
　なお、営業担当者が顧客や取引先を訪問した際に自らが抱える法律問題につき相談された際、営
業担当者が顧客や取引先等から依頼を受けた事実を伝えることなく、一般論として企業内弁護士に
対して相談を持ちかけることもあり得る。このような一般論の相談については慎重に対処する必要
がある。たとえ一般論として回答したとしても、営業担当者が顧客や取引先等に対して、個別事案
に対する企業内弁護士の見解として伝える可能性があるからである。当該営業担当者の業務や人格
から考えて、何故そのような質問をするに至ったのかを推察し、営業担当者から十分な聞き取りを
することが必要である（ここは、事実確認のために適切な質問や聞き取りを行うという、弁護士と
しての基本的能力を発揮する場面である。）。このようなケースに適切な対処を行えることも、企業
内弁護士にとって必須の技術であるといえるだろう。
⑶　所属企業の従業員・役員からの相談
　企業内弁護士は、企業という組織の中で職務を行っており、外部法律事務所に所属する弁護士に
比べると、所属企業の従業員からの距離が極めて近い立場にあるといえる。そのため、所属企業の
従業員から、気軽に個人的な法律相談を持ちかけられる場合がある（なお、重い相談が持ちかけら
れることもあり得るが、その際の対処は人間関係の調整も含めて慎重かつ適切に行う必要が生じ
る。）。
　しかしながら、従業員から所属企業に関係する相談を持ちかけられた場合には、利益相反が生じ
る場合や守秘義務と所属企業への報告義務が衝突する場合などが考えられるのであって、極めて慎
重に対処する必要があると思われる。例えば、セクハラやパワハラといった相談は、所属企業と従
業員との利害が対立し、利益相反の問題が生じる可能性が高い。すなわち、企業内不倫・借金等の
相談は、相談者に対する企業からの評価を左右する事項であり、守秘義務と所属企業への報告義務
が衝突する可能性があると思われるからである。なお、たとえ、報酬を伴わない好意に基づく相談
を行ったとしても、相談を持ちかける従業員から見ると、企業内弁護士への相談はあくまでも弁護
士に対する相談であり、そうだとすれば、好意に基づく相談であっても弁護士倫理上の問題が発生
する可能性を認識しておかねばならないであろう。
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　従業員からの相談について、企業内弁護士は、このような危険が発生する可能性を常に念頭に置
く必要がある。仮に、従業員からの相談を受けざるを得ない場合、自身が企業から指揮監督を受け
る従業員の立場にもあることを十分に説明すればよいのではないか、とする見解もあるだろう。し
かし、筆者としては、少なくとも所属企業と全く関係の無い事案であると判断できない限りは、相
談に深入りしないほうがよいと考えるところである（当然のことながら、当初、所属企業と無関係
の事案であるから大丈夫だと思っていても、展開によっては、途中から利益相反関係が明らかにな
ることや、途中から利益相反関係が発生することもあり得る。このような状況に至った場合には、
直ちに相談を中止して他の弁護士を紹介するなど適切な対応をとる必要がある。）。
　ところで、場合によっては、所属企業の役員や有力な部長から相談を受けることもあるだろう。
この場合も上記と同様であり、慎重に判断する必要があることに変わりはない。ただ、所属企業内
において発言力を有する人物に感謝されることが、法的リスクコントロールに良い効果をもたらす
場面もあり得ることから、人情としては適切かつより丁寧な対応を行いたいところであろう。
　いずれにせよ、企業内弁護士として自分で相談に乗ることに躊躇を覚える場合には、やはり外部
の「良い弁護士」を紹介することが最良の対処であると思われる。「良い弁護士」を照会する為には
当該弁護士への人脈が必要であり、かつ、外部弁護士の実力を見極めるための自身の目利きの実力
が問われることになる。外部弁護士に対する目利きの力は、所属企業における法的リスクコントロ
ールや外部弁護士管理に直結する能力であり、企業内弁護士自身の実力が問われる事柄である。目
利きの力を向上させるよう、日頃から鍛錬を怠らないようにしたい。
５．企業内弁護士と訴訟代理
　企業内弁護士が所属する企業や所属する部署の考え方によるが、企業内弁護士が所属企業が当事
者として抱える訴訟案件の代理人として訴訟追行を行うことを認めるケースがある。企業内弁護士
が訴訟代理人となる場合、企業内弁護士が単独で訴訟代理人となる場合と、企業内弁護士が外部事
務所の弁護士と共同して訴訟代理人となる場合がある。
　いずれにせよ、企業内弁護士が所属企業が抱える訴訟案件の代理人となる場合における留意点を、
幾つか思いつくまま示すこととする。
⑴　企業内弁護士が単独で訴訟代理人となる場合
　この場合、当然のことながら、代理人となる企業内弁護士は、単独で訴訟案件を処理することが
できなければならない。法廷実務に関する十分な実力を備えている必要がある、ということになる。
筆者は企業内弁護士として、様々な外部弁護士の仕事に触れる機会を有している。このような機会
において、外部弁護士が作成した各種書面により主張の組み立てや証拠の選択についての考え方に
触れることにより、個々の弁護士により訴訟代理人としての能力に大幅な違いがあることを知るこ
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とができた。
　仮に、企業内弁護士が単独で訴訟代理人となる場合には、少なくとも弁護過誤と評価される領域
に足を踏み込まないよう、十分に注意しなければならない。
⑵　企業内弁護士が外部弁護士と共同受任する場合
　共同受任に際して企業内弁護士が外部弁護士の選定にイニシアティブをとる場合、選定した外部
弁護士に対する所属企業からの評価は、企業内弁護士自身に対する評価にも繋がるという点を認識
しておく必要がある。外部弁護士選定に際しては、企業内弁護士自身の外部弁護士に対する目利き
の力が問われることになるのである。ただ知人であったり仲が良いというだけで、当該外部弁護士
の実力を問うことなく、共同受任する外部弁護士として選定を行うことは、所属企業からの企業内
弁護士に対する信頼低下にも繋がりうることを十分に認識しておく必要がある。
　なお、所属企業から定評があり発言力のある顧問弁護士に依頼して共同受任することは、外部弁
護士の選定に関する所属企業からの評価という側面では、比較的に安全であるといえるだろう。
⑶　結果として敗訴してしまった場合
　単独受任であっても共同受任であっても、訴訟代理人となる企業内弁護士が常に念頭に置くべき
は、結果として敗訴してしまった場合や敗訴的和解に応じざるを得ない状況に追い込まれた場合で
ある。
　自らが訴訟代理人となった案件が、明らかな負け筋の事件であり、そのことは通常の弁護士であ
れば容易に理解できるものであり、負け筋であり最終的に敗訴する可能性がかなり高いことを事前
に関係部門や関係担当者に十分説明していた場合であっても、敗訴の結果は案件を担当した企業内
弁護士の責任とされる可能性がある、ということを念頭に置かねばならない。
　敗訴に至った原因は、そもそも負け筋の案件をこじらせて訴訟に発展させてしまった関係部門や
関係担当者の責任であるかもしれない。しかしながら、社内政治の文脈においては、訴訟代理人と
なった企業内弁護士に、最終的に責任転嫁がなされる可能性が常に存在している。社内政治の文脈
を相当程度コントロールできない場合に企業内弁護士が訴訟代理人となることの危険性は、十分に
認識しておく必要があるだろう。
⑷　親会社の企業内弁護士が子会社の訴訟案件について訴訟代理人となる場合など
　親会社の企業内弁護士が、子会社の抱える訴訟案件について訴訟代理人となることを要請される
可能性もあり得るだろう。また、ホールディングカンパニーに所属する企業内弁護士が、グループ
会社の抱える訴訟案件について訴訟代理人となることを要請される可能性もあり得るだろう。
　このような場合、理屈としては、利益相反を回避できるか否か、秘密を保持することができるか
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などにつき事案を踏まえて十分かつ慎重に検討した上で、受任の許否を判断すべきことになる、と
いうことになるのだろう。しかしながら、案件の性質にもよるが、訴訟が当初予想していなかった
展開を見せる可能性は十分あるのであって、その際、自らの所属企業と子会社やグループ会社との
間で秘密保持義務や利益相反回避義務を全うすることができない状況が生じることもあり得る。ま
た、そうでなくとも、受任した訴訟の重要性によっては、親子会社間やグループ会社間のみならず
親会社内部やホールディングカンパニー内部において政治的確執が生じることもあり得る。このよ
うな状態に陥った場合、企業内弁護士として身動きが取れなくなり、法的リスクをコントロールす
ることができなくなる可能性もある。このような懸念を念頭に置きつつ、受任するか否かを慎重に
判断する必要があるだろう。
６．企業内弁護士と刑事事件
　企業内弁護士が刑事事件に関与する場合も考えられる。企業内弁護士が当番弁護を担当すること、
被疑者・被告人国選弁護事件を弁護人として担当することなどを認める企業もある。企業内弁護士
と刑事事件に関して、幾つかの問題点を示すとともに、筆者の私見を述べることしたい。
⑴　所属企業の従業員等が被疑者・被告人となった場合
　所属企業の従業員等が逮捕されたケースなどでは、企業内弁護士が所属企業から何らかの対応を
求められることもあり得るだろう。例えば、会社として早急に事実関係を把握したいとの意図から、
企業内弁護士に対して逮捕された従業員へ至急の接見を行うよう要請されることがあり得るだろ
う。また、逮捕された従業員を会社として支援したいとの意図から、企業内弁護士に対して逮捕さ
れた従業員の弁護人として活動して欲しいと要請されることもあり得るだろう。このように所属企
業の従業員等が被疑者・被告人になった場合、企業内弁護士はどのようにすべきであろうか9。
　まず、そもそも、企業内弁護士は、所属企業の従業員等が被疑者・被告人となった場合に弁護人
（弁護人となろうとする者）として活動することはできるのであろうか。この点、従業員等につい
て、将来、懲戒処分が問題とされるはずであり、潜在的に利益相反の関係が常に認められると考え
られることから、弁護人としての関与は否定すべきであり、受任は一律に認められないとする考え
方があり得る。一方、刑事訴訟法等に特段の制限はないことから、受任は可能であるとする考え方
があり得る。これらに対して、受任は可能ではあるが、受任は避けるべき、原則として受任すべき
9	 なお、そもそも企業内弁護士が弁護人になろうとする意思を有しない場合には、被疑者・被告人となった従業員に
対して接見することはできない。例えば、所属企業から被疑者・被告人となった従業員の情報を取得するよう要請
され、もっぱら接見した従業員の情報を所属企業に報告するために接見することは許されない。弁護士が、弁護士
としての資格に基づき接見することができるのは、「弁護人」または「弁護人になろうとする者」に該当する場合
に限定されるからである。
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ではない、極めて慎重に判断すべきなどとする考え方があり得るだろう。この点については様々な
考え方があり得ると思われるが、筆者は以下のように考えている。
　例えば、所属企業が被疑者・被告人である従業員の無実をを信じており、会社として当該従業員
を支援する方針であったとしよう。このような方針のもと、所属する企業内弁護士に対して当該従
業員の弁護人となるよう要請され弁護人としての活動をはじめる場合を想定しよう。しかし、無実
を信じていたとしても、捜査や公判の展開によっては、当該従業員が自白に転じることもあるだろ
うし、当該従業員が有罪と判断されることもあるだろう。そうすると、所属企業としては、当初の
方針とは異なり当該従業員の支援を中止し、当該従業員に対して解雇等の懲戒処分を検討せざるを
得ない状況に転ずる可能性もある。このような場合、企業内弁護士は弁護を担当している従業員と
企業との間で利益相反を避けることができない（または、利益相反が疑われる状況に陥ってしまう）
のであり、また、会社からの報告要請と従業員の秘密保持との間で難しい状況に立たされてしまう
ことになる。
　筆者としては、刑事訴訟法等において特段の制限は無いことから企業内弁護士が所属企業の従業
員等が被疑者・被告人となった場合にその弁護人となることは法的に可能であると考えつつ、しか
しながら、当該従業員等の弁護人となることは避けるべきであると考えている。以上のように、利
益相反回避や秘密保持に支障をきたす可能性が極めて高いと思われるからである。
　なお、このような場合には弁護人を辞任することにより対処すべきだとする考え方もあると思わ
れるが、辞任したとしても利益相反の可能性や秘密保持義務違反の可能性を払拭できるわけではな
い。また、捜査や公判が進展した段階で弁護人が突然辞任することになれば、被疑者・被告人であ
る従業員に対する弁護に支障が生じることは疑いがないであろう。所属企業の状況変化により辞任
する可能性が有るのであれば、そもそも、受任すること自体を慎重に考えるべきではなかろうか。
⑵　被疑者・被告人国選弁護事件の報酬を所属企業に支払うことが許されるか10
　企業内弁護士が被疑者・被告人国選弁護事件を担当することがある（ここでは、所属企業の従業
員等が被疑者・被告人となった場合ではなく、所属企業とは無関係の被疑者・被告人につき国選弁
護人となる場合を念頭に置いている。）。
　企業内弁護士が国選弁護人となる場合、所属企業の就業時間中の接見や出廷については、有給休
暇等を取得する必要なく比較的自由に認めている企業もあれば、必ず有給休暇等を取得しなければ
ならないとする企業もある。この点については、基本的には所属企業と企業内弁護士との雇用上の
関係についての問題と整理できると思われる。
10	 本稿では紙幅の関係から触れないが、企業内弁護士が国選弁護・当番弁護を受任する際に留意すべき項目について
は、「JILA指針第１号　組織内弁護士による国選弁護・当番弁護の受任に関する倫理行動指針」が参考になる。
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　しかしながら、国選弁護事件の報酬については、単に所属企業と企業内弁護士との雇用上の関係
についての問題として整理することは難しいのではないかと思われる。すなわち、国選弁護報酬を
直接企業が取得することになれば、所属企業が弁護士を使って国選弁護事件から報酬を取得してい
るという関係になるのであり、非弁提携の問題が生じてしまうと考えられるからである（弁護士法
第七十二条は、「弁護士又は弁護士法人でない者は、報酬を得る目的で訴訟事件、非訟事件及び審査
請求、異議申立て、再審査請求等行政庁に対する不服申立事件その他一般の法律事件に関して鑑定、
代理、仲裁若しくは和解その他の法律事務を取り扱い、又はこれらの周旋をすることを業とするこ
とができない。ただし、この法律又は他の法律に別段の定めがある場合は、この限りではない。」と
している。）。
　いずれにせよ、民事刑事を問わず弁護報酬を安易に所属企業に提供することは、弁護士法違反の
危険をもたらす可能性が高いことから、厳に慎むべきところであろう。
７．企業内弁護士と個人事件
　企業内弁護士が個人事件を受任することは不可能ではない。企業内弁護士が個人事件を受任でき
るか否かは基本的には雇用契約の問題であり、所属企業が兼業を禁止しないのであれば、個人事件
を受任することは一般論としては妨げられない、ということになる（ただし、所属企業が企業内弁
護士に対して個人事件の受任を自由に認めている例は、極めて少数である。）。ここでは、所属企業
との関係で企業内弁護士に個人事件受任が認められるとした場合の留意点を述べておきたい。
　企業内弁護士が個人事件を受任を判断するに際しては、弁護士倫理上の問題点に配慮しつつ、個
別事案に応じて極めて慎重な検討を行う必要があるということである。個人事件を受任する企業内
弁護士は、依頼者および所属組織の双方に不利益を及ぼしてはならないのであって、所属企業によ
る顧客向けサービスの一環として企業内弁護士が案件を受任する場合には、個人事件としての受任
であったとしても、個人事件に対する所属企業の関与の仕方によっては非弁提携の問題が生じる危
険がある。また、例えば、所属企業の顧客から所属組織が提供する商品やサービスに関する案件を
受任することになれば、利益相反を回避することはほぼ不可能であろう。さらには、例えば、所属
企業の従業員から依頼を受けた事件を受任する場合には、弁護士としての秘密保持義務と所属企業
への報告義務との間で身動きがとれない事態も生じ得ることになる。さらには、所属企業のレピュ
テーションへの影響を考えることも必要となる。例えば、所属企業と利害関係の存在しない事案に
つき個人事件として受任したとしても、事案の事実関係や内容・性質によっては受任した個人事件
と所属企業との間に何らかの関係があるかのようにマスコミ報道等がなされてしまうこともあり得
る。このような場合、企業のレピュテーションが損なわれる危険が生じる。社会的注目を集める事
件の受任については、極めて慎重な判断を要することになるだろう。
　そして、何よりも重要なのは、事件を処理する力量が無いのであれば、「単独で」個人事件を受任
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してはならない、ということである。例えば、弁護士として自らの力量を過信している場合や弁護
士として自らの力量を把握できないにもかからず安易に受任する場合には、弁護過誤が発生するリ
スクが高まるといえるだろう。企業内弁護士が弁護過誤を起こした場合、当然のことながら依頼者
に迷惑をかけることになり、所属企業にも迷惑をかけることになり、弁護士に対する社会の信頼を
損なうことにも繋がってしまう。個人事件の受任が可能だとしても、指導を期待できる外部弁護士
や先輩企業内弁護士が身近にいない状況においては、弁護士として経験の浅い企業内弁護士は、安
易に個人事件を受任すべきではない。弁護士としての能力不足により依頼者等に迷惑をかけること
は許されないのであるから、仮に個人事件を受任するのであれば、相談や指導を受けたり、共同受
任により一緒に案件を処理してもらうことができる先輩弁護士の確保なくして、安易に個人事件を
受任すべきではないと思われる。
　なお、企業内弁護士に対してその所属企業が個人事件の受任を認める場合、所属企業が個人事件
に関与することは一切許されない。所属企業が個人事件に関与した場合、非弁提携、企業内弁護士
による守秘義務違反・秘密漏示、企業による秘密漏示の教唆など、様々な問題が生じることになる。
したがって、企業内弁護士が個人事件を受任するのであれば、企業側の対応についても十分にコン
トロールする必要が生じる。
　以上のとおり、企業内弁護士が個人事件を受任することも可能である。しかしながら、企業内弁
護士が個人事件を受任するのであれば、当該企業内弁護士には、適切に案件を処理することができ
る実力、そして、案件を取り巻く周囲の状況を適切にコントロールすることができる実力のいずれ
も要求されるということを忘れてはならないだろう。
以　上
